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Abstract 

世界中の験潮所の潮位データから潮汐振幅には経年変化があることが報告されてい

る。この潮汐の変化は月や太陽などの力の変化として説明できず、海洋の物理過程に

起因していると考えられる。本研究では M2潮振幅の経年変化に着目し、減少トレンド

の存在が示されている九州北西岸における潮汐振幅の経年変化メカニズムの解明に取

り組んだ。 

観測データから九州北西岸の M2潮振幅の経年変化は東シナ海が起源と考えられ、そ

の大きさは平均 4%であり、南から北にかけて大きくなる空間分布を示していた。この

経年変化が海域全体で起きている海面上昇によって引き起こされているのではないか

と考え、1 層モデルを用いて、10cm の海面上昇による九州北西岸の M2潮振幅の応答

の強さを検証したところ九州北西岸の応答は平均 0.8%であった。これは、観測された

M2潮振幅減少トレンドの内、全体の約 8%しかできない。一方、南から北にかけて強

くなる空間パターンは再現できた。九州北西岸において海面上昇は M2潮振幅の減少を

引き起こしうるものの、観測されている M2潮振幅減少幅を全て説明できるほど大きな

変化ではないことが明らかになった。 

数値モデルを用いた感度実験をさらに進め、海面上昇による M2潮振幅減少のメカニ

ズム特定を行ったところ、杭州湾の無潮点の移動が九州北西岸における M2潮振幅の減

少を作り出す主要因であることが分かった。また対馬海峡の共鳴は 2 次的な効果をも

っており、北ほど強くなる空間パターンを作り出していた。 

20 世紀において全世界平均の平均海水面は 1.7mmyr-1で上昇しており、また近年の

衛星観測データによるとその海面上昇は 3.4mm±0.4mmyr-1と、海面上昇速度は加速し

ている。このような海面上昇は、現在は影響が小さいものの、いずれ M2潮振幅の減少

を増幅させ、今後沿岸の物理環境に変化をもたらす可能性を示している。 
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第１章 はじめに 

第１節 潮汐の経年変化 

沿岸域では周期的に海面が昇降しており、このような海面の動きを潮汐とよぶ。ま

た海面の動きに伴う水平方向の流れは潮流と呼ばれている。多くの沿岸域では 1 日に

約 2 回周期的な海面の昇降が行われ、この動きは月や太陽といった天体と地球の自転

により作り出されている。1 日のうち海面が最も高いときと最も低いときの海面高度

差(潮位差)は沿岸域の生態系を決めると言われており(Stumpf and Haines 1998)、潮流は

沿岸域の栄養塩の混合やセジメントを運ぶ役割をもつ。潮汐や潮流は沿岸域で観測さ

れる現象の主成分であり、そのメカニズムの理解は沿岸域で形成される環境場の理解

には欠かせない。 

天体によって作り出される周期的な海面の動きを、様々な周波数成分に分けたもの

を分潮と呼び、地点ごとに適切な期間の観測を行うことにより求められる。半日周期

の分潮のうち月起源の潮汐は M2分潮(以後 M2潮)と呼ばれており、多くの地点におい

て半日周潮の中で最も大きな振幅を持つ分潮で知られている。天体の運動は 1 世紀で

0.02%程度の変化に過ぎないことから(Hartmann and Wenzel, 1995)、潮汐振幅は数十年と

いうタイムスケールにおいてほぼ一定であると考えられてきた。しかし、近年、世界

の数多くの験潮所において実際の M2潮振幅には有意な経年変化を示すことが明らかに

なりつつある(Woodworth, 2010; 田井ら, 2011)。 

潮汐の振幅が数十年というタイムスケールでなぜ経年変化するのだろうか？決定的

な要因はまだ明らかになっていないが、観測された数十年の変化に対して、これまで

のところ 3 つの仮説が提案されている(図 1)。 

仮説：(1)海面上昇や沿岸開発による共鳴の変化 

潮汐は浅水波として振る舞うため、その波長は水深によって変化する。そして湾

奥が閉じた矩形湾を考えると共鳴の強さは解析的に求めることができる。宇野木

(1993)によると波長(𝑙)かつ水深(ℎ)が一定となるような 1 次元の矩形湾に対し周期

𝑇∗の波が外洋から進入するような場合(図 2)、摩擦とコリオリ力を無視すると、湾

口に対する湾内の振動の増幅率𝑅は 

𝑅 =
𝐴

𝑎∗
=

1

cos⁡(𝑘𝑙)
=

1

cos⁡(
𝜋
2 ∙

𝑇1
𝑇∗
)
⁡⁡⁡⁡⁡⁡⁡(𝑇1 =

4𝑙

√𝑔ℎ
)⁡(1) 
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である。ここで A は湾奥での定在波の振幅、𝑎∗は湾口での入射波の振幅、𝑇1は湾

固有周期である。増幅率𝑅は水深と湾長の関数のように表せ、湾内に入射する振

幅が一定であれば、増幅率𝑅をもとに湾内の振幅の大きさ(湾共鳴)を議論すること

ができる。 

もし湾共鳴が発達するような海域であれば、海面上昇などによる水深の変化は共

鳴の強さに影響を与え、振幅を変化させることが予想される。共鳴状態が強くな

れば潮汐振幅は増加し、共鳴状態が弱くなれば潮汐振幅は減少する。湾共鳴によ

る潮汐振幅の経年変化はブリストル湾やサン・マロ湾など、共鳴が強い場所で起

こりやすいと考えられている(Pickering et al., 2012; Pickering et al., 2017)。 

沿岸開発による海岸線の変化も湾長を変えることで共鳴状態を変化させる。その

ため、もし潮汐波長に合致する方向に開発が進めば、潮汐の振幅は一層大きくな

る。例えば瀬戸内海で 1960 年代から 30 年間ほどかけて起きた潮汐変化は 1990 年

ごろまでは備讃瀬戸の埋め立て、それ以降は芸予諸島の架橋や埋め立て等の影響

と考えられる(吉田・高杉, 2001)。有明海で 1980 年以降に観測された M2潮振幅の

減少には、諫早湾干拓事業による地形改変が寄与していると指摘がある(宇野木, 

2002; 宇野木, 2003)。 

仮説：(2)内部潮汐の変化  

験潮所で観測される海面の高さは内部潮汐の効果も計測している。もし内部潮汐

の変化が大きければ験潮所における海面の変化に繋がる。例えば、ハワイのホノ

ルルでは 100 年で約 1cm の M2潮振幅の増加がおきており、その原因は験潮所へ

伝搬する内部波の経路内で起きた成層の変化が、励起された内部波の位相に変化

をもたらしたためであると考えられている(Colosi and Munk, 2004)。 

仮説：(3)潮汐と海流の相互作用の変化  

韓国沿岸では M2潮の振幅に季節変動があり、釜山と厳原間の海面高度差と負の相

関を持っていることから季節変動を引き起こす要因として、対馬海流の存在が考

えられている(Kang et al., 1994)。運動方程式中の摩擦項が潮汐流のみを考慮した時

に比べ背景流が存在すると線形項のオーダーに近くなるため、背景流の季節変動

が潮汐振幅に影響をもたらす、という考えである。しかし対馬海峡域において 0.5

～1.5knot(25～125𝑐𝑚/𝑠)の潮流(Odamaki 1989)と比べて対馬海流は数

10𝑐𝑚/𝑠(Takikawa et al. 2005)であることから、大きな変化をもたらしうるのか疑問

が残る。 

観測データから世界各地の験潮所で M2潮振幅の経年変化が明らかになり、そのメカ

ニズムに対して様々な仮説が考えられている一方、これらの仮説を観測に基づいて定
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量的に評価が行われてきていない。メカニズムの定量的な検証には時間・空間ともに

密な観測データが存在すること、そして計算誤差に影響を受けないだけの大きなトレ

ンドが存在することが好ましい。九州北西岸では 1980 年から 2000 年にかけて、平均

5%程度のトレンドの減少が観測されており(遥山他, 2004)、その減少傾向は 2010 年ま

で続いていることが明らかになっている(田中・田井, 2011)。そこで我々は九州北西岸

に注目し、この海域で M2潮振幅が経年変化する原因を検証することにした。 

第２節 九州北西岸のM2潮振幅 

九州北西岸でなぜ M2潮振幅は減少するのか？九州北西岸において水深の変化をもた

らしうる要因のひとつとして海面高度の上昇(海面上昇)がある。九州は、南は水深が

深く広大な太平洋、西は浅い大陸棚が発達している東シナ海、北は水深が深い縁辺海

である日本海、と 3 つの異なる海域に囲まれている(図 3a)。九州北西岸に面する東シ

ナ海は 200m よりも浅い海域が 70%を占めており(図 3b)、有明海以北は特に浅い地形

が広がっている(図 3c)。そのため、九州北西岸は太平洋や日本海といった海域に比

べ、海面上昇が水深変化に及ぼす相対的な影響が大きく、顕著な潮汐変化に結びつく

可能性がある。 

20 世紀において平均海水面は全球で 1.7mmyr-1で上昇し(Chruch and White, 2006)、日

本周辺では 1980 年以降、上昇が観測されている(気象庁, 2020)。九州北西岸の験潮所

において平均海水面と M2潮振幅の変化には相関が高いことが示されており(遥山他, 

2004)、仮説(1)で示されている海面上昇が M2潮振幅の変化を起こす要因として考えら

れる。東シナ海には渤海・黄海・対馬海峡・台湾海峡で M2潮周期の振幅が共鳴状態で

あることが示されている(Cui et al., 2014)。また黄海南部や対馬海峡においては無潮点

も存在しており、無潮点の移動は周辺の M2潮振幅の増減を生み出すことが考えられて

いる(図 4)。つまり九州北西岸で起きている M2潮振幅の変化要因として海面上昇によ

る共鳴や無潮点の変化といった、振動系の変化が有力な候補になりうる。 

さらに水深増加による湾共鳴の変化は式(1)から大まかに推定することができる。太

平洋から伝搬してきた波が東シナ海の大陸棚に入り、黄海から渤海へと伝搬していく

海域を矩形湾と仮定すると、東シナ海規模の矩形湾の湾長スケールは 1000km、水深は

約 100m となる。この矩形湾に 1m の海面上昇を与え、増幅率𝑅の変化を求めると 8%

の変化が推定される(図 5)。これは九州北西岸での観測で得られた 5%以内の M2潮振幅

減少(遥山他, 2004)と同等であり、振幅減少のメカニズムとして海面上昇に伴う東シナ

海の振動系の変化は整合的である。 

本研究では、九州北西岸で観測されている M2潮振幅の減少が、仮説(1)で示されて

いる海面上昇による影響としてどこまで説明できるのか、観測、そして数値モデルを
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用いて定量的に明らかにすることを目指す。2 章では九州北西岸における 1972 年

~2018 年の潮位記録から M2潮の経年変化を求める方法を記すとともに、メカニズムの

検証に用いる数値モデルとその実験設定、実験目的を説明する。3 章では九州北西岸

で実際に観測データから求まる M2潮の経年変化を明らかにし、報告例がない 2010 年

以降を含む経年変化の強さおよび空間分布を明らかにする。4 章では数値モデルを用

いた実験結果を示す。東シナ海の実際の地形を用いた海面上昇の効果、また実験を通

して得られた M2潮振幅減少がどの振動系によるものなのか、海域毎の役割を検証し

た。5 章はまとめと考察である。 

  



5 

 

 

図 1:観測された M2潮振幅の経年変化を引き起こすメカニズム。(1)海面上昇による共

鳴の変化。(2)内部波による海面潮位への影響。(3)潮汐と海流の非線形相互作用。 

 

 

図 2:外洋から進入した潮汐波が湾内(大陸棚)において共鳴を引きおこす概念図。ℎは

湾内の水深を、𝑙は湾長を示している。 
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図 3:日本近海及び東シナ海と九州北西岸の水深。(a)日本周辺における水深(ETOPO1)。

(b)東シナ海における水深(上原 2020)。黒の点線は 50m ごとの等高線で-200m までを示

す。(c)九州周辺の水深(上原 2020)。黒の点線は 50m ごとの等高線で-200m までを示

す。 
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図 4: 海面上昇による振動系ごとの振幅減少メカニズム。(a)湾共鳴による振幅減少メカ

ニズム。(b)無潮点の移動による振幅減少メカニズム。 



8 

 

 

図 5:東シナ海スケールの矩形湾を考えた時における、海面上昇 1m を与えた時の増幅

率の変化。湾長は 1000𝑘𝑚。青点は水深 100𝑚、橙点は水深 101𝑚を表している。 
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第２章 手法 

第１節 観測データの解析 

九州北西岸で起きている M2潮振幅の経年変化を求めるため、数十年の潮位データが

存在し、東シナ海に面する 7 地点の験潮所(博多・厳原・仮屋・佐世保・福江・長崎・

阿久根)の毎時潮位データを解析した(日本海洋データセンター・気象庁)。本研究での

九州北西岸の定義は九州に存在し、かつ東シナ海に面している験潮所のうち遥山他

(2004)により 2003 年まで解析されている 5 地点(博多・厳原・佐世保・福江・長崎)と

新たに追加した 2 地点(仮屋・阿久根)の計 7 地点を含む領域のことである(図 6a)。5 地

点は同一解析期間にける結果の比較および 2003 年以降に減少が続いているかどうかの

検証のため解析地点として採用した。一方、仮屋・阿久根は遥山他(2004)で解析され

ていないが、東シナ海に面しており十分な観測期間を持っていたため解析地点として

採用した。また九州北西岸で観測された減少トレンドは海域特有の変化であるのか、

それとも潮汐波の伝搬経路全体にわたる空間変動の一部なのかを明らかにするため、

本州沿岸における経年変化の空間分布も求めた。具体的には本州の太平洋沿岸から 9

地点(布良・御前崎・浦神・串本・白浜・土佐清水・油津・大泊・枕崎)(図 6b)、本州の

日本海沿岸から 7 地点(田後・舞鶴・三国・富山・鼠ヶ関・男鹿・深浦)を解析した(図

6c)。すべての毎時潮位データは日本海洋データセンター(福江・長崎は 2018 年のみ気

象庁)より入手した。(図 6d)(表 1)。 

潮位データは 1 年毎のデータセットに分けて調和解析し、M2潮の調和定数を求め

た。調和解析のスキームは python を用いた解析ツール Tappy(Barbosa, 2009)を用い、解

析には月の昇交点補正をかけた。Tappy は与えられた潮位データの長さに応じて計算

可能な分潮に分けることが出来るプログラムである。験潮所ごとに欠損率、そして年

ごとに求められる分潮数が異なっていたが、遥山他(2004)との解析結果と大きく変化

することは無いことを確認している。九州北西岸の 7 地点の中から最も遅い開設は仮

屋の 1972 年であったため、本研究ではすべての験潮所において 1972～2018 年の 47 年

間を解析期間として採用した。 

潮汐振幅の経年変動は、経年変動割合(遥山他, 2004)から求めた。経年変動割合と

は、解析期間における平均の分潮振幅からのズレを表す割合であり、各年の M2潮振幅

の調和定数から、期間全体の M2潮振幅の平均値を差し引き後者で規格化した値であ

る。例えば、ある年における M2潮振幅を𝐴𝑛、そして解析期間全体の𝐴𝑛の平均値を�̅�と

すると、その年の経年変動割合は 

経年変動割合 =
𝐴𝑛−�̅�

�̅�
 (2) 
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で表される。 

平均海水面の経年変動については、海面上昇の大きさを求めるため、比率ではなく

各年の平均海水面から解析期間全体の年平均値を引いた差を採用した(経年変動値)。

各験潮所における M2潮振幅および平均海水面の年平均値は付録に収録している。 

本研究では、M2潮振幅や経年変動から見出された長期的な変化のことを経年変化お

よびトレンドと呼ぶ。その値は各年の経年変動割合・経年変動値に対して最小二乗法

を用いて求めた傾きに 47 年を掛けた値である。 

 

図 6:M2潮振幅の解析で使用した験潮所の位置。(a)九州北西岸の験潮所位置。(b)本州

の太平洋沿岸の験潮所位置。(c)本州の日本海沿岸の験潮所位置。(d)験潮所の位置関

係。各色の枠線は(a)(b)(c)それぞれの枠線と対応する。 
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表 1:本研究で使用する海域毎の験潮所番号・名前・経度・緯度 

九州北西岸 験潮所名 緯度 経度 

1 博多 33˚-37.117'N  130˚-24.467'E 

2 厳原 34˚-11.867'N 129˚-17.500'E 

3 仮屋 33˚-28.383'N  129˚-50.950'E 

4 佐世保 33˚-9.483'N 129˚-43.433'E 

5 福江 32˚-41.767'N 128˚-50.967'E 

6 長崎 32˚-44.100'N 129˚-51.967'E 

7 阿久根 32˚-1.050'N 130˚-11.467'E 

本州の太平洋沿岸 

   

1 布良 34˚-55.133'N 139˚-49.500'E 

2 御前崎 34˚-36.500'N 138˚-13.333'E 

3 浦神 33˚-33.500'N 135˚-53.783'E 

4 串本 33˚-28.550'N 135˚-46.400'E 

5 白浜 32˚-56.766'N 135˚-22.517'E 

6 土佐清水 32˚-46.750'N 132˚-57.533'E 

7 油津 31˚-34.617'N 131˚-24.567'E 

8 大泊 31˚-1.417'N 130˚-41.350'E 

9 枕崎 31˚-16.067'N 130˚-17.583'E 

本州の日本海沿岸 

   

1 田後 35˚-35.617'N 134˚-18.967'E 

2 舞鶴 35˚-28.600'N 135˚-23.217'E 

3 三国 36˚-15.267'N 136˚-8.933'E 

4 富山 36˚-45.733'N 137˚-13.483'E 

5 鼠ヶ関 38˚-33.800'N 139˚-32.767'E 

6 男鹿 39˚-56.533'N 139˚-42.200'E 

7 深浦 40˚-38.833'N 139˚-55.583'E 
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第２節 現実地形モデル 

海面上昇が M2潮振幅に与える基礎的なメカニズムの理解と振幅変化量の定量的な評

価を目的として、１層潮汐モデル(Uehara et al. 2006)を用いた数値実験を行った。一連

の実験では、以下の浅水方程式系を解くことにより自由境界面𝜂および水平二次元流速

𝒖を求めている。 

𝜕𝐷𝒖

𝜕𝑡
+ (𝒖 ∙ ∇)𝐷𝒖+ 𝒌(2Ω𝑠𝑖𝑛𝜑) × 𝐷𝒖 = −𝑔𝐷∇𝜂 − 𝐶𝑑|𝒖|𝒖 + 𝐴ℎ𝐷∇

2𝒖 (3) 

𝜕𝜂

𝜕𝑡
+ ∇ ∙ (𝐷𝒖) = 0 (4) 

ここで、𝑡は時間、∇は水平勾配演算子、𝒌は鉛直方向の単位ベクトル、𝑔は重力定数、

𝐷 = 𝐻 + 𝜂で𝐻は平均水深、Ωは地球の自転角速度、𝜙は緯度である。本研究では𝑓面

を仮定し、𝜑 = 31.5°N を採用した。𝐴ℎは水平渦粘性係数で 100𝑚2/𝑠とし、𝐶𝑑は底摩

擦係数であり 0.002 とした。モデル領域は 116˚E～132˚E、20˚N～43˚N で、水平空間

解像度は1/30°(東西 490grids×南北 690grids)とした。次節で説明する理想地形モデル

とは異なり、現実の東シナ解の水深データ上原(2020)を使用した。境界条件は強制振

幅区間を除き、東西南北すべての領域において閉境界を使用している。4 章で示すよ

うに、このような境界条件を用いた場合においても、現実的な開境界を採用した場合

と定性的に良く合う結果が得られていた。 

モデル領域内の潮汐は、東岸境界に沿って南限から約 670km(200grid)の範囲で一様

振幅・位相の正弦波となるよう海面を変動させ、潮汐を再現した(図 7a)。 

𝜂𝑀2
= 0.5 × sin⁡(2𝜋𝑡/𝑇𝑀2

) (5) 

ここで強制振幅 0.5m は衛星海面高度計データを同化した全潮潮汐モデル(TPXO9; 

Egbert and Erofeeva, 2002)における出力結果の空間平均から求め、また周期は M2潮と

同じ 12.42 時間(𝑇𝑀2
)となるようにした。計算は静止状態から 10 日間行い、最後の

47.68 時間(M2潮 4 周期)について解析を行った。なおモデル領域内の変動は計算開始か

ら約 4 日でほぼ定常に達していた(図 7b)。本研究では海面上昇が M2潮振幅に与える影

響のみを求めるため、潮間帯の干出を陽に扱う wet and dry スキームは使用しなかっ

た。代わりに低潮時の計算不安定を防ぐため、静止状態の海面から測った水深が 5m

よりも浅い場合はモデル地形の水深を 5m に置き換えて計算を行った。以降この実験

設定を現実地形(REAL)における基準実験(CTRL)と呼ぶ。以後この実験の表記は

REALCTRLとする。 

水深増加実験(DEEP) 

海面上昇による M2潮振幅の変化を明らかにするため、水深を 10cm 深くした実験

(10cm の海面上昇と同じ効果をもつ)を行った。この実験を DEEP と呼び、モデル設定
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は REALCTRLと同じだが、水深が 10cm 深くなったものを REALDEEPと呼ぶ。一連の実

験において水深増加による影響を定量的に比較するための実験セットを REALDEEP-

REALCTRLと記す。水深を深くする際に陸域が浸水しないよう、海である全てのグリッ

ド点に対してのみ地形を深くし、地形の深さおよび陸域の条件を除くその他のモデル

設定は元のモデルと同じにした。また水深増加による M2潮への影響がロバストである

ことを確かめるため、水深をさらに 0.5m(REALDEEP0.5m)、1m(REALDEEP1.0m)と大きくし

た実験も行った。 

全ての実験において最小二乗法による調和解析を用いて、各グリッドの M2潮振幅と

位相遅れを求めた。M2潮振幅変化率を以下のように求めそれぞれの実験において定量

的な評価を行った。 

M2潮振幅変化率(RealDEEP − REALCTRL) =
ADeep − 𝐴𝐶𝑇𝑅𝐿

𝐴𝐶𝑇𝑅𝐿
⁡⁡(6) 

マスク実験(MASK) 

REALDEEP-REALCTRLにおいて九州北西岸では M2潮振幅の減少が確認できた。この

M2潮振幅減少がどのメカニズムによる影響なのかを調べるため、東シナ海において振

動系が変化したと考えられる海域をマスク(陸域に変換)した感度実験を行った。本研

究では振動系が変化した海域として(1)対馬海峡、(2)台湾海峡、(3)杭州湾の 3 海域を考

えた。モデルの格子番号で表した海域のマスク範囲は以下の通りである(図 8)。 

(1)対馬海峡(TM)：済州島より東および北の対馬海峡(304 ≤ 𝑥 ≤ 330、396 ≤ 𝑦 ≤

430)ならびに日本海(330 ≤ ⁡𝑥、400 ≤ 𝑦)の領域(図 8a) 

(2)台湾海峡(TW)：東シナ海南西部(0 ≤ 𝑥 ≤ 179、0 ≤ 𝑦 ≤ 278)の領域(図 8b) 

(3)杭州湾(HZ)：長江河口南東端の経度より西側(130 ≤ 𝑥 ≤ 177、299 ≤ 𝑦 ≤ 326)の

領域 (図 8c)。 

それぞれの地形において CTRL 実験と DEEP 実験を行い、M2潮振幅の水深変化に対す

る応答がどうように変わるか調べた。以降、対馬海峡のマスク実験を(TM)、台湾海峡

のマスク実験を(TW)、杭州湾のマスク実験を(HZ)と呼ぶ。 

東シナ海自体の共鳴効果(湾共鳴) 

東シナ海全体の共鳴状態を詳しく調べるため、対馬海峡・台湾海峡・杭州湾の全て

を同時にマスクした実験(ECS)をベースに 2 つの追加実験を行った(図 8d)。純粋な 1/4

波長共鳴による影響のみを取り出す目的で、1 つは黄海を南北に 2 分する山東半島を

海域に転換した実験(ECS-SD)、もう一つは陸棚域の水深を一定にした実験(ECS-UD)で

ある。東シナ海の 1/4 波長の共鳴を引き起こす長さスケールとしてどの程度の大きさ

が適切なのかを検証するため、ECS-SD と ECS-UD の実験と理想的な矩形湾の実験(次

に解説する)、および解析解との比較を行う。 
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ECS-SD では山東半島が存在する領域(95 ≤ 𝑥 ≤ 250、450 ≤ 𝑦 ≤ 535)における陸域

の水深を東西方向に線形補完することで山東半島を沈め、東シナ海スケールの矩形湾

を再現した(図 8e)。ECS-UD では ECS-SD において含まれている海底地形の傾斜の効

果を取り除くため (𝑥 ≤ 340)における領域かつ水深が 100m より浅いところを全て

100m とし、東シナ海内部において一様水深となるようにした(図 8f)。それぞれの実験

条件において、DEEP 実験をセットで行うことで、M2潮振幅の変化率を求めた。 

それぞれのメカニズムが九州北西岸にどの程度影響を与えているか定量的な評価を

行うため、マスクに影響せず九州北西岸に近い、経度 126˚E 線に沿った評価線を設

け、その線上での M2潮振幅変化率を比較した(図 7a)。 
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図 7:（a)東シナ海の地形(上原 2020)およびモデルの強制位置と感度実験における評価

線(青:経度 126°E)と評価点(赤星:経度 126°E、緯度 31°N)(b)計算期間中の評価点におけ

る振幅変化  
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図 8:(a)TM 実験で用いる対馬海峡のモデル領域。(b)TW 実験で用いる台湾海峡のモデ

ル領域。(c)HZ 実験で用いる杭州湾のモデル領域。(d)ECS 実験で用いるモデル領域。

対馬海峡・台湾海峡・杭州湾を同時にマスクしている。(e)ECS-SD のモデル領域。山

東半島を沈めた海底地形となっている。(f)ECS-UD 実験のモデル領域。ECS-SD 実験に

おいて 100m よりも浅い領域を全て 100m とした海底地形。(a)-(f)において黒線は 50m

ごとの等高線で-200m までを示しており、地形データはすべて上原(2020)に基づく。 
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第３節 理想地形モデル 

東シナ海全体で起こる湾共鳴の理解を深めるため、解析解との比較が可能な矩形湾

を用いた理想地形モデル実験を行った。空間解像度は水平 2km、モデル領域の南端に

おいて東西方向に一様な正弦波となるように海面を変動させることで潮汐を再現し

た。 

𝜂𝑀2
= 1.0 × sin⁡(2𝜋𝑡/𝑇𝑀2

) (7) 

強制振幅の大きさを 1m とした。南岸以外の東西北の境界は閉境界とした。その他の

パラメータおよび調和解析期間は REAL 実験と同様である。 

実験で用いた矩形湾の湾幅は先行研究である Cui et al. (2014)に従い、500km に設定

した。宇野木(1993)の増幅率(式(1))に見られるように湾共鳴は湾長に大きく左右される

が、実際の東シナ解では湾軸が真っすぐでないため、湾長の取り方に任意性が存在す

る。Cui et al. (2014)では渤海の湾奥から韓国沿岸までを 1000km と置いていた。そこで

本研究では 1000km(図 9)から 1500km まで 100km ごとに湾長を変化させた感度実験を

行い、共鳴の様子を確認した。さらに、それぞれの実験において DEEP 実験を行うこ

とにより、共鳴の変化による M2潮振幅の増減パターンを求めた。以降、湾長を変える

一連の感度実験を LENGTH と呼ぶ。 

理想地形モデルの結果と解析解を比較するために、湾内と湾口の振幅比として定義

される増幅率𝑅を導入した。モデル結果における増幅率𝑅は各グリッドの潮汐振幅の値

を南端での強制振幅(ここでは 1m)で割ることにより求めた。各グリッドの増幅率 R の

うち、東岸かつ湾奥のグリッド(例えば、1000km の時は𝑥: 250, 𝑦: 500)における増幅率

R を解析解との比較に使用した。 

数値実験の名前と対応する実験条件を以下の表にまとめた(表 2)。 
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図 9:矩形湾のモデル設定 

 

表 2:実験条件における地形データと地形のマスクおよび海底の状態 

実験名 地形データ 地形のマスク 山東半島 一様水深 

REAL 上原(2020) なし あり × 

TM 上原(2020) 対馬海峡 あり × 

TW 上原(2020) 台湾海峡 あり × 

HZ 上原(2020) 杭州湾 あり × 

ECS 上原(2020) 対馬海峡・台湾海

峡・杭州湾 

あり × 

ECS-SD 上原(2020) 対馬海峡・台湾海

峡・杭州湾 

なし × 

ECS-UD 上原(2020) 対馬海峡・台湾海

峡・杭州湾 

なし 陸棚域

100m 

LENGTH 矩形湾 なし なし 〇 
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第３章 観測されたM2潮振幅の減少トレンド 

遥山他(2004)および田中・田井(2015)によると九州北西岸では M2潮振幅の減少が

1970 年代から 2010 年にかけて起きていることが確認されている。この減少トレンド

は 2010 年までのデータを用いて報告されていることから、本研究では先行研究との比

較および 2010 年以降の M2潮振幅の変化を調べるため、1972 年から 2018 年までの時

系列水位データの解析を行い減少トレンドの大きさを見積もった。また九州北西岸の

振幅減少の起源を明らかにするため、解析期間を拡大し、潮汐波の伝搬経路上流であ

る本州の太平洋沿岸および下流である本州の日本海沿岸についても、同様の解析を行

い各地点でのトレンドの大きさを見積もった。 

第１節 九州北西岸におけるM2潮振幅の減少トレンドと海面上昇 

M2潮振幅の経年変化は博多で-7.9%、厳原で-5.6%、仮屋で-4.2%、佐世保で-3.7%、

福江で-5.1%、長崎で-4.7%、阿久根で-1.4%とどの地点においても減少トレンドを示し

ていた(図 10a)。47 年間における九州北西岸の M2潮振幅の減少トレンドは平均 4%程

度(0.1%/decade)であり、世界各地の験潮所で観測されている振幅変化量と同程度の大

きさに収まっていた(-1%～1%/decade)(Müller et al., 2011)。また、減少トレンドの大き

さは南から北に行くにつれて大きくなる空間分布を示していた。験潮所における 1970

年代から 2010 年までの M2潮振幅の減少トレンドは 2010 年までの解析(遥山他 2004; 

田中・田井,2015)と比較しても同程度であった。しかし新たに解析を加えた 2010 年以

降、短期的に変化が見られ、5 年の移動平均をとると福江・長崎を除いた 5 地点の験

潮所で増加に転じていた(付録)。 

一方、平均海水面は解析期間を通じて九州北西岸全体で上昇しており、その大きさ

は博多で 13.63cm、厳原で 11.75cm、仮屋で 7.52cm、佐世保で 11.28cm、福江で

8.93cm、長崎で 12.69cm、阿久根で 7.05cm と、平均 10.40cm であった(図 10b)。ただ

し、M2潮振幅で見られたようなトレンドの空間分布は見られなかった。 

M2潮振幅および平均海水面それぞれの経年変動割合・経年変動値を験潮所ごとに見

比べると、九州北西岸全体を通して同じ変化傾向を示していた。これは M2潮振幅、平

均海水面のどちらについても、数年スケールの変動パターンは験潮所間で似通ってお

り、それらの変動の多くが局所的なものでは無く、九州北西岸全体を通して現れたも

のであることを示唆している。ただし、M2潮において博多・仮屋・佐世保に見られる

下向きの極値は解析期間における欠損率がそれぞれ 1995 年・1983 年・1975 年におい

て大きかったためだと考えられる。 

各年の M2潮と平均海水面の相関は博多で-0.82、厳原で-0.88、仮屋で-0.81、佐世保

で-0.69、福江で-0.81、長崎で-0.91、阿久根で-0.73 と佐世保を除いて 0.7 以下の強い負
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の相関を示していた(表 3)。解析期間を 2018 年まで伸ばしたところ、2003 年までの解

析である遥山(2004)と比べ、比較可能なすべての地点において負の相関が強まってい

た。このことから九州北西岸全体において平均海水面の上昇に対し、M2潮振幅が感度

を持っている可能性を示している。 
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図 10:九州北西岸の験潮所における(a)M2潮振幅変化率(%)と(b)年平均海水面(cm)の 1 年

毎の経年変動と経年変化。細線は経年変動、太線はトレンドを表す。それぞれの図に

おける線の色は験潮所に対応する。 

 

表 3:九州北西岸における験潮所ごとの M2潮振幅の変化率・平均海水面の変化量および

両者の相関係数 
 

験潮所 M2 潮(%) 平均海水面(cm) 相関 

1 博多 -7.9 13.63 -0.82 

2 厳原 -5.6 11.75 -0.88 

3 仮屋 -4.2 7.52 -0.81 

4 佐世保 -3.7 11.28 -0.69 

5 福江 -5.1 8.93 -0.81 

6 長崎 -4.7 12.69 -0.91 

7 阿久根 -1.4 7.05 -0.73 
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第２節 本州の太平洋側・日本海沿岸におけるM2潮のトレンド 

九州北西岸の M2潮振幅減少の起源はどこにあるのか？九州北西岸で見られる M2潮

振幅の減少が大きな空間変動の一部なのかそれとも局所的な変化なのかを調べるた

め、九州北西岸と同様の解析を本州の太平洋沿岸および日本海沿岸で行った。本州の

太平洋側は潮汐波の伝搬経路上流域にあたり、日本海沿岸は下流域にあたる。 

九州南岸の験潮所を除いた太平洋沿岸の験潮所(布良・御前崎・浦神・串本・白浜・

土佐清水)において 47 年間の M2潮振幅のトレンドは-1.41～+0.41%であった(図 11a 1-

6)。領域全体で揃ったトレンドが無く、九州北西岸とは異なっていた。一方、九州南

岸の験潮所である油津(-2.8%)・大泊(-0.94%)・枕崎(-2.8%)は M2潮振幅の減少トレンド

が存在し、九州北西岸同様の傾向であった(図 11a 7-9)。平均海水面は白浜を除いた太

平洋沿岸の全ての験潮所において上昇傾向を示しており、その大きさは 9.87cm～

39.01cm であった(図 11b)。特に御前崎の海面上昇の大きさは解析した他の験潮所より

も大きかった。これは御前崎周辺の地盤沈下が影響していた可能性が高い(気象庁, 

2016)。御前崎および白浜を除いた太平洋沿岸の海面上昇の大きさは平均 13.76cm を示

しており九州北西岸と同じオーダーであった。 

日本海沿岸の験潮所ではすべての地点において九州北西岸と同様の揃った減少トレ

ンドが存在し、その大きさは-5%～-13% であった(図 11c)。各年における経年変動割

合が他の沿岸と比べ大きく変動しているのは、観測される M2潮振幅の大きさが約 5cm

程度と太平洋沿岸および九州北西岸の潮汐振幅と比較すると小さいためである(付

録)。平均海水面は男鹿・深浦を除くと 5.17cm～22.09cm の大きさで海面上昇を示して

おり、その大きさは北に行くにつれ、小さくなっていた(図 11d)。深浦においては解析

期間を通じて海面下降を示しておりその大きさは-6.58cm であった。これら本州の太平

洋および日本海沿岸における経年変動割合は、九州北西岸と同様に遥山他(2004)の結

果と近い値と傾向を示していた。 

さらにそれぞれの海域において M2潮振幅と平均海水面との相関を求めたところ、本

州の太平洋沿岸においては両者の相関は-0.37 未満であり、九州北西岸のような高い負

の相関が見られなかった。一方で、九州の南岸である油津・大泊・枕崎では、九州北

西岸と同様の高い負の相関(-0.6～-0.8)が得られた。日本海沿岸の験潮所では、平均海

水面のトレンドが減少または小さい上昇であった日本海沿岸の験潮所(男鹿・深浦)を

除いて九州北西岸と同様の高い負の相関(-0.6~-0.8)が得られた(表 4)。 

験潮所の潮位データから、M2潮の減少トレンドが潮汐波の伝搬経路の上流である太

平洋沿岸では見られず、東シナ海の大陸棚で起きていることが分かった。そして下流

の日本海沿岸にかけて、M2潮振幅の減少トレンドが続いていることも分かった。この

空間分布は九州北西岸において観測された M2潮振幅減少トレンドは太平洋から伝搬し
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たものではなく、東シナ海もしくは東シナ海・日本海で起きたものであることを示唆

している。 

減少トレンドの起源は東シナ海と日本海どちらなのだろうか？Odamaki (1989)による

と、日本海における半日周潮は 1 次元の数値モデルにより日本海北方に位置するター

タリー湾以外では、対馬海峡により流入した潮汐で決まっており、津軽海峡・宗谷海

峡から流入する潮汐および日本海に直接作用する潮汐ポテンシャルによる影響はほと

んど効いていないことが明らかとなっている。このことを踏まえると、日本海の減少

原因としては九州北西岸で減少した波が対馬海峡を通じ、日本海へと進入したため領

域全体で減少が見えていると考えられる。実際、三国・富山の験潮所を除き、日本海

全体で経年変動割合の短期的なパターンや減少量の大きさは九州北西岸と同様の傾向

を示すことが確認できた。これは振幅の減少した波が日本海に伝搬しているという考

えと整合的であり、東シナ海が観測された減少トレンドを作り出していることを示し

ている。 
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図 11:(a)本州の太平洋沿岸で観測された M2潮振幅(%)と(b)年平均海水面(cm)の経年変

動および経年変化。(c)本州の日本海沿岸で観測された M2潮振幅と(c)年平均海水面の

経年変動および経年変化。細線は各年の経年変動、太線はトレンドを表す。左右の図

において同じ色で示された線は、同じ験潮所に対応している。 
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表 4:本州の太平洋側および日本海側における験潮所ごとの M2潮振幅の変化率・平均海

水面の変化および両者の相関係数 

太平洋沿岸 
 

験潮所 M2 潮(%) 平均海水面(cm) 相関 

1 布良 -1.4 17.86 -0.37 

2 御前崎 -0.94 39.01 -0.64 

3 浦神 0 9.87 -0.12 

4 串本 -0.94 21.15 -0.2 

5 白浜 0 0 0.16 

6 土佐清水 0.47 10.81 -0.21 

7 油津 -2.8 11.75 -0.65 

8 大泊 -0.94 10.81 -0.78 

9 枕崎 -2.8 14.1 -0.82 

 

日本海沿岸 
 

験潮所 M2 潮(%) 平均海水面(cm) 相関 

1 田後 -5.6 14.57 -0.67 

2 舞鶴 -6.5 17.86 -0.66 

3 三国 -11.2 22.09 -0.73 

4 富山 -13.6 13.63 -0.86 

5 鼠ヶ関 -7 5.17 -0.71 

6 男鹿 -6.5 -6.58 0.29 

7 深浦 -5.6 0.94 -0.2 
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第３節 海面上昇による湾共鳴の変化はメカニズムとして整合的か？ 

観測データより M2潮振幅減少トレンドは海面上昇と負の相関を持ち、そのトレンド

は東シナ海が起源であることが示された。この減少のメカニズムは東シナ海スケール

の湾共鳴と整合的だろうか？式(1)を見ると湾内の増幅率は水深といったパラメータだ

けでなく、外洋から湾内に伝搬する周期にも依存することが分かる。そこで半日周潮

で 2 番目に大きい S2潮、日周潮では 1 番目と 2 番目に大きい K1・O1それぞれについ

て同様の解析を行った。 

九州北西岸の観測データからは、M2潮の周期(12.42 時間)と近い周期(12.00 時間)を

持つ S2潮の解析において、M2潮と同様の振幅減少トレンドを得た。空間分布も同様に

南から北にかけてトレンドが大きくなっていた。一方、M2潮周期のおよそ倍の周期

(23.93・25.82 時間)を持つ K1潮・O1潮において減少トレンドが見られなかった(付

録)。すなわち、九州北西岸における潮汐振幅の減少トレンドとその空間分布は、半日

の周期帯では見られる反面、1 日前後の周期帯では明瞭ではなく周波数依存性を持っ

た現象であることが示唆される。 

日周潮である K1潮において、湾長 1000km・水深 100m を基準にして 1m の海面上昇

を与えた時の解析解を求めたところ、100m では 1.45、101m では 1.47 の増幅率を得

た。これは 1%の振幅変化であり M2潮振幅変化と比べ小さい変化である。 

以上の観測結果から、九州北西岸において海面上昇による湾共鳴の変化が M2潮振幅

の変化を引き起こしているという仮説は整合的であると思われる。 
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第４章 数値実験で再現された海面上昇がM2潮振幅に与える影響 

10cm の海面上昇は、観測で示されていたような 4%の M2潮振幅の減少を引き起こ

すのだろうか？海面上昇の影響を定量的に検証するため、1 層モデルを用いてその応

答感度を検証した。そしてモデル内で再現された応答メカニズムを明らかにするた

め、海底地形や境界条件を変化させる感度実験を行った。 

第１節 CTRL 実験で再現されたM2潮振幅 

定量的な検証として、現実の地形を用いて東シナ海での M2潮振幅の再現(REALCTRL

実験)を行い、モデル領域内の M2潮同時潮図と等潮差図を作成した(図 12a)。M2潮は

東岸での強制位置から九州沿岸を北上しながら東シナ海に伝搬するものと、日本海に

伝搬する波の二つに分かれていた。東シナ海に侵入した波は韓国沿岸・渤海・中国沿

岸と岸を右手に見ながら伝搬していき最終的に台湾海峡へ抜けていく様子が同時潮図

から見て取れた。東シナ海内の振幅は台湾海峡や韓国沿岸および中国沿岸で振幅が大

きくなる様子が見られた。これは台湾海峡では中国沿岸から伝搬してきた波と台湾南

方沖の急激な水深増加によって反射された波により共鳴が発生し振幅が増大するとい

う結果と整合的である(Wu et al., 2018)。また、韓国沿岸および中国沿岸での振幅増加

は TOPEX/POSEIDON による衛星観測により作成された同時潮図(Fang et al.2004)にお

いて確認されており、本モデルは東シナ海の潮汐振幅を特徴づける領域の再現が出来

ていることを示している。 

TOPEX/POSEIDON 衛星および沿岸験潮所のデータ同化を行った日本周辺の潮汐振

幅再現モデル NAO.99Jb model(Matsumoto et al. 2000)と振幅および無潮点の再現度を比

較したところ(図 12b)、M2潮の伝搬経路や振幅増加など主要な特徴は同じであった。

東シナ海に存在する無潮点の位置は本モデルおよび NAO.99Jb どちらも山東半島南・

山東半島東・渤海の Lianodong Bay および黄河河口にそれぞれ 1 つ存在しており振動

系の特徴を再現できていることを示していた。ただし日本海内にある無潮点の位置は

REALCTRL実験の方が NAO.99Jb と比べ南に存在していた。これは本モデルにおいて日

本海の領域全てを再現していないために生じた無潮点の位置ズレだと考えられる。こ

の無潮点の移動による M2潮振幅の空間分布は CTRL および NAO.99Jb と比較して明ら

かな違いが見られないため、九州北西岸における海面上昇に対する M2潮振幅の変化を

定量的に評価できると考える。以上のことから、本研究で使用しているモデルは東シ

ナ海の潮汐を十分に再現できていると考え、水深増加実験(REALDEEP)を行い定量的な

評価を行った。 
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図 12:(a)REALCTRLで再現された M2潮振幅の同時潮図(実線、単位:度)および等潮差図

(色、単位:m)。(b) NAO.99Jb(Matsumoto, 2000)における同時潮図および等潮差図。線お

よび色は REALCTRLと同じ。 
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第２節 10cm の海面上昇によるM2潮振幅の変化 

REALDEEP-REALCTRL実験セットでは日本海から九州北西岸・対馬海峡・杭州湾沖に

至る帯状の領域で M2潮振幅の減少が見られた反面(図 13a)、台湾海峡や黄海・渤海な

ど、東シナ海のその他の海域では全体的に振幅の増加が見られた。さらに山東半島南

と東側および長江沿岸の杭州湾における無潮点では、周囲の振幅増加に対して、振幅

の減少が広がっている一方、対馬海峡に存在する無潮点では周囲の振幅減少に対して

振幅の増加が見られ、無潮点の移動による M2潮振幅の増減の変化が再現されていた。

九州北西岸に見られる M2潮振幅の減少は南から北にかけて大きくなっており、海面上

昇によって観測と同様な空間分布を再現できることが分かった(図 11b)。 

九州北西岸の M2潮振幅の変化率はすべての験潮所で減少を示しており、その大きさ

は平均-0.08%であった(博多-0.15%、厳原-0.12%、仮屋-0.13%、佐世保-0.07%、福江-

0.06%、長崎-0.03%、阿久根-0.03%)。水深を 0.5m・1.0m と大きく増加させた実験セッ

ト REALDEEP0.5m-REALCTRL、REALDEEP1.0m-REALCTRLでも、10cm の海面上昇と同じ振幅

増減が再現された。九州北西岸における変化率は 0.5m と 1.0m の海面上昇に対し、そ

れぞれ平均-0.47%・-0.99%であった(博多-0.79・-1.6%、厳原-0.65・-1.3%、仮屋-0.68・-

1.4%、佐世保-0.38・-0.85%、福江-0.36・-0.78%、長崎-0.23・-0.55%、阿久根-0.21・-

0.5%)(表 5)。よって REALDEEP-REALCTRLで得られた振幅の変化は妥当な結果だと思わ

れる(図 11c,d,e,f)。1m 以下の水深増加では M2潮振幅との間には線形性が見られており

(図 11g,h)、この水深増加による振幅変化の線形応答は東シナ海において水深増加に対

する振幅応答の計算を行った研究(Kuang et al. 2017, Feng et al. 2019)とも整合的であ

る。 

一方、観測と比べて海面上昇による振幅の変化は観測で見られた M2潮振幅の減少率

よりも小さく、実際の観測で見られた 8%を説明するのにとどまった。たとえ 1m の海

面上昇を与えたとしても 24%であり、観測されている M2潮振幅の減少量(4%)を示す

には 1m 以上の海面上昇が必要である。このことから、観測されている海面上昇が九

州北西岸における M2潮振幅の変化を作り出す主要因とは考えにくいことが明らかにな

った。 

東シナ海を矩形湾と考えた時の理論解では 1m の水深増加を与えると観測と同程度

の減少を説明できるメカニズムのはずであったが、いったいなぜ一連の実験を通して

観測と同程度の M2-潮振幅の減少が再現されなかったのだろうか？先行研究において

指摘されていた東シナ海の振動系の役割を検証するため、REALDEEP-REALCTRL実験セ

ットにおいて M2潮振幅に影響を与えていると考えられる振動系の役割を一つずつ明ら

かにしていくことにした。 
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図 13 REALDEEP-REALCTRLの実験結果。黒線は REALCTRLにおける同時潮図(度)、色は

海面上昇による M2潮振幅の変化率(%)を表す。(a)0.1m の海面上昇における東シナ海全

体と(b)九州北西岸。(c)と(d)、(e)と(f)はそれぞれ 0.5m・1.0m の海面上昇における東シ

ナ海全体と九州北西岸。(g)経度 126°E の評価線の M2潮振幅の変化率。(h)点は験潮所

における M2潮振幅変化率。黒の点線は傾き-1 の線を表す。 
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表 4 各実験における験潮所ごとの M2潮振幅の変化率(%) 
 

験潮所 DEEP0.1m DEEP0.5m DEEP1.0m 

1 博多 -0.15 -0.79 -1.6 

2 厳原 -0.12 -0.65 -1.3 

3 仮屋 -0.13 -0.68 -1.4 

4 佐世保 -0.07 -0.38 -0.85 

5 福江 -0.06 -0.36 -0.79 

6 長崎 -0.03 -0.23 -0.55 

7 阿久根 -0.03 -0.21 -0.5 
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第３節 数値モデルで再現された振幅減少を引き起こすメカニズム 

REAL 実験の 10cm の水深増加によって見られた振幅減少はどのように引き起こされ

ているのだろうか？東シナ海では振動系として黄海の韓国沿岸および中国沿岸、山東

半島の南部、台湾海峡・対馬海峡が知られており、東シナ海の領域において M2潮周期

強制に対し振幅が増幅する効果が示されている(Cui et al. 2014)。REALCTRL実験ではこ

れらの海域では強制として入射した 0.5m の振幅よりも大きい振幅を持っていることが

確かに再現されていることから、各海域において共鳴が引き起こされていることを示

している。 

REALCTRL実験と REALDEEP-REALCTRL実験セットにおける振幅の変化傾向は 2 つに分

けられる。1 つはある海域におけるまとまった振幅の変化である。東シナ海の振幅増

加、長江沿岸から対馬海峡にかけて見られる振幅減少、台湾海峡周辺の振幅の増加が

これにあたる。もう 1 つが、まとまった振幅変化の中にある無潮点付近の振幅の変化

である。山東半島南と東側・長江沿岸の杭州湾および対馬海峡に存在する無潮点付近

の振幅変化がこれにあたる。 

九州北西岸において影響を与える振動系のメカニズムとして(1)共鳴の変化・(2)無潮

点の移動が考えられ、(1)の共鳴の変化ではモデル領域において対馬海峡・台湾海峡・

東シナ海全体の応答の 3 つが考えられ(Cui et al. 2014; Wu et al. 2018; Wu et al. 2020)、(2)

の無潮点の移動では杭州湾の影響が考えられる。 
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第１項 対馬海峡の影響 

東シナ海と日本海を繋ぐ対馬海峡では、日本海側で急に水深が深くなるため、波が

反射し、共鳴を起こすことが知られている(Wu et al., 2020)。そこで本研究では対馬海

峡より東岸および済州島と韓国沿岸の海域のマスクし(TM)、対馬海峡が及ぼす影響を

取り除くことで、対馬海峡で起こる共鳴の影響を検証した。 

TMCTRL実験と REALCTRL実験を比較すると、TM 実験は渤海や山東半島の周辺およ

び台湾海峡において M2潮振幅への影響を与えていないことが分かった。しかし、済州

島の南付近において M2潮振幅の増加を引き起こしていた(図 14a)。 

TMDEEP-TMCTRL実験セットでは REALDEEP-REALCTRL実験セットと同様に九州北西岸

から長江河口にかけて M2潮振幅の減少が示された(図 14b)。つまり対馬海峡の共鳴は

REALDEEP-REALCTRL実験で再現されていた M2潮振幅減少の主要因ではない。そして、

東シナ海のその他の海域(渤海・山東半島周辺・台湾海峡)においても大きな振幅の変

化は生じていなかった。 

ただ対馬海峡の共鳴の影響は REALDEEP-REALCTRL実験セットにおいて得られた減少

において 2 次的な効果が存在しているように思われる。対馬海峡を広範囲でマスクし

たため九州北西岸における変化の様子を全て比べることはできないが、残されている

五島列島の西岸において M2潮振幅の減少が小さくなっていることが分かる(図 14c)ま

た経度 126°E で比較すると、対馬海峡の閉鎖領域である緯度 30°N まで両者の振幅変化

率は同様の傾向を示しているものの対馬海峡近傍では、TMDEEP-TMCTRLの方が M2潮振

幅の減少率が小さくなっていることが分かった(図 14d)。これは対馬海峡の共鳴が、海

面上昇の応答として確かに M2潮の減少を引き起こしており、この効果を取り除くと減

少率が小さくなることを示している。 
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図 14: (a)TMCTRL実験(対馬海峡マスク)による同時潮図と等潮差図。黒線は TMCTRLにお

ける同時潮図(度)、色は M2潮振幅(m)を表す。(b)と(c)は TMDEEP-TMCTRLの同時潮図と

等潮差図。黒線は TMCTRLにおける同時潮図(度)、色は M2潮振幅変化率(%)を表す。た

だし(c)は九州北西岸を表している。(d)経度 126°E 線における M2潮振幅の変化率(青線: 

REALDEEP-REALCTRL・橙線: TMDEEP-TMCTRL) 
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第２項 台湾海峡の影響 

台湾海峡も対馬海峡と同様に、南シナ海にかけて急に水深が深くなるため、波が反

射し共鳴を起こすことが知られている(Wu et al., 2018)。そこで対馬海峡と同様に台湾

海峡の影響を取り除くため、台湾以西の海域を取り除き(TW)、台湾海峡の共鳴が九州

北西岸に与える影響を検証した。 

TWCTRL実験と REALCTRL実験を比較すると、TWCTRL実験は渤海や山東半島の周辺に

おいて M2潮振幅への影響を与えていない一方、長江河口付近が減少し、済州島の南付

近において増加していた。この済州島付近での応答は TMCTRL実験の結果と似ている。

また REALCTRL実験では台湾南岸から北緯 20°N の境界にかけて振幅が小さかったが台

湾海峡を取り除いたことにより同領域の振幅は増加していた(図 15a)。 

TWDEEP-TWCTRL実験セットでは REALDEEP-REALCTRL実験セットと同様に九州北西岸

から長江河口にかけて M2潮振幅の減少が示され、特に対馬海峡周辺および長江河口に

かけて M2潮振幅の減少が大きくなっていた(図 15b)。この結果は台湾海峡の共鳴には

REALDEEP-REALCTRL実験セットで見られていた九州北西岸の減少を弱めている効果が

あることを示している。台湾海峡の閉鎖により渤海・山東半島南において振幅の変化

は生じていなかったが、山東半島東に存在する無潮点から韓国沿岸にかけて M2潮振幅

の減少の範囲が広がっていることが確認できた。これは台湾海峡の共鳴の影響が山東

半島東側まで伝わっていることを示している。 

九州北西岸における M2潮振幅の変化を細かく見ると、五島列島南側において M2潮

振幅の減少する範囲が広がっていることが分かる(図 15c)。TWDEEP-TWCTRLと

REALDEEP-REALCTRL実験セットの経度 126°E の断面図を比較すると緯度 20°N から台湾

南岸にかけて M2潮振幅変化が増加傾向を示していた(図 15d)。ただし、25°N 以北の海

域全てにおいて M2潮振幅変化は REALDEEP-REALCTRL実験セットよりもさらに大きな

減少傾向を示していた。これは台湾海峡の共鳴は海面上昇に対し M2潮振幅の増加を引

き起こしていたため、それを取り除くことにより減少率が大きくなったものだと考え

られる。つまり、台湾海峡の影響は DEEP 実験において見られた九州北西岸から長江

河口にわたる M2潮振幅の減少を弱める働きがある。 
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図 15: (a)TWCTRL実験(台湾海峡マスク)による同時潮図と等潮差図。黒線は TWCTRLにお

ける同時潮図(度)、色は M2潮振幅(m)を表す。(b)と(c)は TWDEEP-TWCTRLの同時潮図と

等潮差図。黒線は TWCTRLにおける同時潮図(度)、色は M2潮振幅変化率(%)を表す。た

だし(c)は九州北西岸を表している。(d)経度 126°E 線における M2潮振幅の変化率(青線: 

REALDEEP-REALCTRL・橙線: TWDEEP-TWCTRL) 
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第３項 杭州湾の影響 

REALDEEP-REALCTRL、TMDEEP-TMCTRL、TWDEEP-TWCTRL実験セット全てに、杭州湾の

入り口に存在する無潮点近傍の海面上昇に対する感度が周辺と比べ大きかった。そこ

で杭州湾をマスクすることにより(HZ)、この応答メカニズムが河口に存在している無

潮点の存在に起因するものなのか検証した。 

HZCTRL実験では REALCTRL実験と比べて渤海・山東半島の海域の M2潮振幅に大きな

影響を与えない一方、杭州湾付近の M2潮振幅を増加させ、また五島列島から済州島に

かけて減少させた。そして REALCTRL実験において存在していた杭州湾の無潮点は

HZCTRL実験では見られなくなっていた(図 16a) 

HZDEEP-HZCTRL実験セットでは REALDEEP-REALCTRL実験セットで見られていた対馬海

峡から長江河口にわたる振幅減少が見られなくなっていた(図 16b)。これは REALDEEP-

REALCTRL実験セットで示されていた M2潮振幅減少は杭州湾に存在していた無潮点の

移動によって作り出されていたことを示している。他の海域(渤海・山東半島周辺・台

湾海峡)では振幅の変化は生じていなかった。 

九州北西岸における M2潮振幅の変化を細かく見ると、五島列島南側では増加傾向を

示し、REALDEEP-REALCTRL実験セットと符号が逆になっていた(図 16c)。ただし、南か

ら北にかけて M2潮振幅が減少していく空間分布は再現されており、これは対馬海峡の

共鳴により、博多や厳原験潮所といった海域は海面上昇による減少を受けているため

だと考えられる。つまり、REALDEEP-REALCTRL実験セットで見られた九州北西岸の M2

潮振幅の減少は杭州湾の影響が主要因であり、対馬海峡の共鳴は南から北にかけて減

少率が大きくなる空間分布を作り出す 2 次的な要因である。 

HZDEEP-HZCTRLと REALDEEP-REALCTRL実験セットの経度 126°E の断面図を比較する

と、M2潮振幅は緯度 25°N 付近までは同じ傾向を示しているが、25°N 以北の範囲にお

いて大きい変化傾向を示していた(図 16d)。これは杭州湾の無潮点による M2潮振幅の

減少が無くなったためであり、杭州湾の無潮点は REALDEEP-REALCTRL実験セットにお

いて見られた九州北西岸から長江河口に渡る M2潮振幅の減少を作り出す主要因であっ

たことを示している。 
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図 16: (a)HZCTRL実験(杭州湾マスク)による同時潮図と等潮差図。黒線は TWCTRLにおけ

る同時潮図(度)、色は M2潮振幅(m)を表す。(b)と(c)は HZDEEP-HZCTRLの同時潮図と等潮

差図。黒線は HZCTRLにおける同時潮図(度)、色は M2潮振幅変化率(%)を表す。ただし

(c)は九州北西岸を表している。(d)経度 126°E 線における M2潮振幅の変化率(青線: 

REALDEEP-REALCTRL・橙線: HZDEEP-HZCTRL) 
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第４項 東シナ海の影響 

東シナ海では湾奥が固定端となる 1/4 波長の共鳴が起きていると考えられる。しか

し、複雑な海岸形状や山東半島の存在、および海底の傾斜などがあり単純な矩形湾の

1/4 波長の共鳴としてどの程度解釈できるのかが不明である。そこで海岸線および海底

地形を理想的な矩形湾に近づけることで東シナ海の共鳴が九州北西岸に与える影響を

検証し解析解と比較した。 

まず東シナ海以外の影響を取り除くため、本節の 1 から 3 項で検証した対馬海峡・

台湾海峡・杭州湾の全ての海域をマスクし、東シナ海の応答を調べた(ECS 実験)。地

形条件が異なる ECSCTRL実験と REALCTRL実験を比較すると、渤海および山東半島周辺

の振幅はほぼ変化していなかった一方、済州島の南岸では M2潮振幅の増加が見られ

た。これは TMCTRL実験の結果と似ている。また杭州湾の無潮点は HZCTRL実験と同様

に無くなり、北緯 20°N から台湾南岸の M2潮振幅の増加も TWCTRL実験同様に確認さ

れた(図 17a)。ECSCTRL実験は、それぞれのマスク実験 TMCTRL・TWCTRL・HZCTRLの足

し合わせのような結果となっていた。 

ECSDEEP-ECSCTRL実験セットでは REALDEEP-REALCTRL実験セットで見られていた対馬

海峡から長江河口にわたる海域で振幅減少が起きていないことから(図 17b)、東シナ海

の共鳴は九州北西岸の M2潮振幅に大きな影響を与えないことを示唆している。 

九州北西岸における M2潮振幅の変化を細かく見ると REALDEEP-REALCTRL実験セッ

トとは異なり九州全体で M2潮振幅が増加傾向を示していた(図 17c)。これは杭州湾お

よび対馬海峡の効果が無いためである。TWDEEP-TWCTRL実験セットによると台湾海峡

の封鎖は九州北西岸の振幅減少傾向を大きくするが、ECSDEEP-ECSCTRL実験セットでは

そのような振幅応答は見られない。これは、台湾海峡の共鳴よりも杭州湾の無潮点の

移動の方が九州北西岸の潮汐変化に及ぼす影響が大きいことを示している。 

ECSDEEP-ECSCTRL、REALDEEP-REALCTRL実験セットの ECS 経度 126°E の断面図を比較

すると、領域全体を通して M2潮振幅の変化率は ECS 実験の方が大きかった(図 17d)。

南側の変化率の増加は台湾海峡の封鎖のため、緯度 25°N 以北の増加は杭州湾および対

馬海峡の封鎖のためだと考えられる。 
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図 17: (a)ECSCTRL実験(対馬海峡・台湾海峡・杭州湾マスク)による同時潮図と等潮差

図。黒線は ECSCTRLにおける同時潮図(度)、色は M2潮振幅(m)を表す。(b)と(c)は

ECSDEEP-ECSCTRLの同時潮図と等潮差図。黒線は ECSCTRLにおける同時潮図(度)、色は

M2潮振幅変化率(%)を表す。ただし(c)は九州北西岸を表している。(d)経度 126°E 線に

おける M2潮振幅の変化率(青線: REALDEEP-REALCTRL・橙線: ECSDEEP-ECSCTRL) 
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山東半島の効果 

黄海内部において山東半島は、湾を前後で分けることで反射波の位置を湾奥から湾

口側へずらすような働きをしているように見える。Qian et al.(2015)によると山東半島

の有無により反射波の位置が変化し、湾内で起こる振動系が変化する。そこで本研究

でも黄海内部にある山東半島を海底が滑らかにつながるように、そして中央から中国

岸に向けて浅くなるように沈め、海岸線を理想的な矩形湾に近づけることで山東半島

の効果を調べた(ECS-SD)。 

ECS-SDCTRL実験は REALCTRL実験と比べて無潮点の総数は変化しなかったが、黄海

内部の無潮点の位置が大きく変化した(図 18a)。山東半島を沈める前は渤海北部と南部

にそれぞれ 2 点、山東半島東側に 1 点、山東半島南側に 1 点存在していたが、山東半

島が無くなると東側に存在していた無潮点は黄海中央部に移動し、南部に存在してい

た無潮点が中国沿岸に縮退していた。この縮退は山東半島からの反射波が無くなるこ

とによるものであり、Qian et al.(2015)と同様の結果である。山東半島を沈めることに

より無潮点位置の変化か起こり、黄海中央部の M2潮振幅は小さくなっていた。一方

で、渤海・韓国沿岸および外洋側の M2潮振幅は ECS 実験と変化が無かった。 

ECS-SDDEEP-ECS-SDCTRL実験セットにおいて、外洋側では ECSDEEP-ECSCTRL実験セッ

トと同様の振幅変化を得た。また、黄海内部の変化は山東半島を沈めた後も海域全体

で振幅増加傾向を示していた(図 18b)。一方、無潮点の移動により黄海内部で見られて

いた減少位置が大きく変化し、特に山東半島東側の無潮点の減少は韓国沿岸にまで伸

びるように変化した。 

九州北西岸における M2潮振幅の変化を細かくみると ECSDEEP-ECSCTRLと比べ大きな

M2潮振幅の増加が見られた(図 18c)。これは山東半島の有無にかかわらず、東シナ海

の共鳴の変化は海面上昇によって M2潮振幅が増加傾向することを示している。 

ECS-SDDEEP-ECS-SDCTRL実験セットにおける経度 126°E の断面図を比較すると、M2

潮振幅の変化率は湾内である緯度 27.5°N～35°N において REALDEEP-REALCTRL実験セッ

トで見られていた変化率とは異なった傾向を示しており(図 18d)、これは山東半島を沈

めた影響は湾内に制限されていることを示している。 
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図 18: (a)ECS-SDCTRL実験(対馬海峡・台湾海峡・杭州湾マスク)による同時潮図と等潮

差図。黒線は ECS-SDCTRLにおける同時潮図(度)、色は M2潮振幅(m)を表す。(b)と(c)は

ECS-SDDEEP-ECS-SDCTRLの同時潮図と等潮差図。黒線は ECS-SDCTRLにおける同時潮図

(度)、色は M2潮振幅変化率(%)を表す。ただし(c)は九州北西岸を表している。(d)経度

126°E 線における M2潮振幅の変化率(青線: REALDEEP-REALCTRL・橙線: ECS-SDDEEP-

ECS-SDCTRL) 
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海底斜面の効果 

解析解で扱う湾と現実的な東シナ海のもう 1 つの違いは海底地形にある傾斜であ

る。そこで海底を 100m 一定に変更し、共鳴の大きさを調べた(ECS-UD)。 

ECS-UDCTRL実験は ECS-SDCTRL実験と比べて黄海内部の無潮点の内、渤海を除いた

黄海中央および中国沿岸の縮退した無潮点の位置は変化しなかった。一方、ECS-

SDCTRL実験では見られなかった無潮点が琉球列島の台湾側において新たに表れた。ま

た ECS-UD 実験において外洋から伝搬してくる M2潮の様子が異なっていた(図 19a)。

外洋から伝搬してくる潮汐波は、ECS-SDCTRL実験では対馬海峡から長江河口にかけて

同時潮図の間隔が狭くなっており、これは海底地形の傾斜により内部に侵入するほど

遅くなるためだと考えられる。一方で ECS-UDCTRL実験では海底が 100m 一様であるた

め、同領域においてそのような現象は見られなかった。ECS-UD 実験での韓国沿岸の

振幅は ECS-SD 実験と比べ増加しており、湾奥で最大となっていた。これは理想的な

矩形湾における解析解で見られる現象と同じであることから、ECS-UDCTRL実験は複雑

な海岸形状が残っているものの理想的な矩形湾に近いと言える。 

ECS-UDDEEP-ECS-UDCTRL実験セットでは、黄海内部全体において M2潮振幅が増加傾

向であり、ECS-SDDEEP-ECS-SDCTRL、ECSDEEP-ECSCTRL実験セットと同様な傾向であっ

た(図 19b)。このことは REALCTRL実験において再現された黄海全体にわたる振幅の増

加は確かに東シナ海スケールにおける 1/4 波長の共鳴による効果によることを示唆し

ている。ただし ECS-SDDEEP0.1m-ECS-SDCTRLと比べ中国沿岸に縮退した無潮点による変

化が大きくなることで周辺海域では M2潮振幅が減少した。 

九州北西岸における M2潮振幅の変化を細かくみると ECS-SDDEEP-ECS-SDCTRL実験セ

ットと比べ大きな M2潮振幅の増加が見られた(図 19c)。これは海底地形が 100m 一定

となることで、新たに出現した無潮点の移動(台湾付近 25°N)による M2潮振幅の増幅で

あると考えられる。 

ECS-UDDEEP-ECS-UDCTRL、REALDEEP-REALCTRL実験セットにおける経度 126°E の断

面図を比較すると、北緯 25°N より南側の領域で M2潮振幅の増幅が見られた(図 19d)。

これは九州北西岸を細かく見た時と同様に新たに出現した無潮点の影響だと考えられ

る。一方で ECS-SDDEEP-ECS-SDCTR実験セットでは見られなかった北緯 32.5°N 付近の

M2潮振幅の減少は中国沿岸の縮退した無潮点の移動による効果を示している。 
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図 19: (a)ECS-UDCTRL実験(対馬海峡・台湾海峡・杭州湾マスク)による同時潮図と等潮

差図。黒線は ECS-UDCTRLにおける同時潮図(度)、色は M2潮振幅(m)を表す。(b)と(c)は

ECS-UDDEEP-ECS-UDCTRLの同時潮図と等潮差図。黒線は ECS-UDCTRLにおける同時潮図

(度)、色は M2潮振幅変化率(%)を表す。ただし(c)は九州北西岸を表している。(d)経度

126°E 線における M2潮振幅の変化率(青線: REALDEEP-REALCTRL・橙線: ECS-UDDEEP-

ECS-UDCTRL) 
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理想地形モデルを用いた検証実験 

東シナ海を模した矩形湾を用いて、東シナ海の共鳴を再現し、水深の変化に対する

M2潮振幅の増幅度を検証した。矩形湾における共鳴は式(1)によると水深と湾長に感度

が存在するため、先行研究である Cui et al. (2014)における東シナ海の矩形湾(湾幅

500km、湾長 1000km)を基本として、湾長を 1500km まで 100km ごとに変化させるこ

とにした。 

1000km～1500km すべての矩形湾において湾奥から 300km かつ東西方向中央におい

て無潮点が見られた(図 20)。1000km を除く全ての矩形湾において湾奥から 2 番目の無

潮点が確認できた。湾長を長くするにつれ、2 番目の無潮点は西岸から中央付近に移

動し、1100km では西岸に縮退していた無潮点が 1500km ではほぼ湾中央部にあった。

1000km および 1100km において、矩形湾の振幅は領域全体を通して増幅しており (図

20a, b)、その最大振幅は湾奥で 3m を超えている。これはモデルで与えた強制の 1m に

対し 3 倍であることから、共鳴が確かに再現されていることを示している。実際、そ

れぞれの湾長における強制に対する湾奥の振幅の比(増幅率)は、宇野木の解析解に沿

った変化が得られた(図 21)。コリオリパラメータや海底摩擦が存在する本研究のモデ

ルにおいても宇野木の解析解が共鳴状態の説明として有効であることが分かった。 

矩形湾において 10cm の海面上昇が M2潮振幅に与える感度を確かめたところ 

(LENGTH)、湾長が 1000km・1500km のときは矩形湾全体で減少傾向を示した(図

22a,f)。一方、1100km・1200km・1300km のときは矩形湾全体で増加傾向を示していた

(図 22b,c,d)。10cm の海面上昇に対するそれぞれの増幅率は解析解の山(𝑇1 𝑇∗⁄ ≤ 3)より

小さい時は減少、山と谷(3 ≤ 𝑇1 𝑇∗⁄ ≤ ⁡4)の時は増加、谷より大きい時(4 ≤ 𝑇1 𝑇∗⁄ )は増

加、と理想モデルで再現される M2潮振幅の変化は解析解に近い共鳴の強弱を示してい

た(図 21)。 

では東シナ海で起こる共鳴はどのような湾長で起きているのだろうか？ECS-UDCTRL

実験とそれぞれの湾長における基準実験の M2潮振幅を比較すると、振幅の大きさとし

て適当なのは 1000km または 1100km であろう。1000km と 1100km における無潮点の

位置を比較すると、最も湾奥に存在する無潮点の位置に差は無かった。しかし、湾奥

から 2 番目に存在する無潮点の位置は ECS-UDCTRL実験において中国沿岸において縮退

していた無潮点に対応するのは 1100km の矩形湾がもつ無潮点に近い。また 10cm の海

面上昇において ECS-UDDEEP-ECS-UDCTRL実験セットは黄海全体を通して振幅増加を示

しており、無潮点周辺に減少が見られた。矩形湾全体を通して振幅が増幅しているの

は 1100km であり、無潮点周辺の減少も ECS-UDDEEP-ECS-UDCTRL実験セットと同様の

変化を示していることから、実際の地形における東シナ海の共鳴は 1100km における

共鳴により近い減少だと考えられる。そしてこの解析結果は東シナ海の共鳴は水深増

加に対して増加傾向を持つことを示している。 
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図 20:理想モデルで再現された湾長増加に伴う矩形湾内の M2潮振幅の応答。  
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図 21:矩形湾の湾長を 1000km から 1500km まで増加させたときの振幅増幅率。青線は

式(1)による解析解。点はそれぞれの湾長における振幅増幅率を表す。 
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図 22:湾長が 1000km～1500km の矩形湾における 10cm の水深増加による M2潮振幅の

応答感度。 
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第５章 まとめと考察 

まとめ 

世界中の験潮所で潮汐振幅に経年変化があることが報告されている。潮汐振幅の変

化は月や太陽などの軌道の変化からは説明できず、海洋の物理過程に起因していると

考えられる。本研究では M2潮振幅の経年変化に着目し、減少トレンドの存在が示され

ている九州北西岸において、潮汐振幅の経年変化の基本メカニズムの解明に取り組ん

だ。観測データおよび数値モデルから明らかになったのは以下の 3 点である。 

◼ 日本沿岸の験潮所において 1972 年～2018 年に観測されたデータをもとに調和

解析を行ったところ、各験潮所の M2潮振幅の変化は九州北西岸では平均 4%の

減少トレンドを示しており、その起源は東シナ海であった。 

◼ 海面上昇が九州北西岸の M2潮振幅減少を引き起こしていると考え、1 層モデル

を用いて 10cm の海面上昇に対する九州北西岸の M2潮振幅応答の強さを検証し

たところ、九州北西岸の減少率は平均 0.8%であった。これは、観測された M2

潮減少トレンドの約 8%しか説明できない。一方、南から北にかけて強くなる空

間パターンは再現できた。 

◼ 10cm の海面上昇が九州北西岸で作り出す M2潮の減少トレンドの原因を特定す

るため、湾共鳴が起こることが知られている領域ごとに感度実験を行った。そ

の結果、杭州湾の無潮点の移動が九州北西岸における M2潮振幅の減少を作り出

す主要因であることが分かった。対馬海峡の共鳴は 2 次的な効果を持ってお

り、北ほど強くなる空間パターンを作り出していると考えられる。 

以上のことから、九州北西岸において観測されている海面上昇は、M2潮振幅の減少を

引き起こしうるものの、観測されている M2潮振幅減少幅を全て説明できるほど大きな

変化ではないことが明らかとなった。 

 

考察 

本研究と同様に Tai and Tanaka(2013)や Kuang et al. (2017)でも東シナ海において海面

上昇が引き起こす M2潮振幅の変化を数値モデルから検証している。Tai and 

Tanaka(2013)では POM による 2 次元モデルを用いて 1m の水深増加が M2潮振幅に与え

る影響を求めたところ、東シナ海全体で M2潮振幅の増加を表している。この結果は、

台湾海峡の共鳴による振幅増加など本研究と同様な振幅変化が再現されている一方、

対馬海峡から長江河口にかけて現れた振幅減少は再現できていない。Kuang et al. 

(2017)も 1m の海面上昇に対する M2潮振幅の変化を有限要素モデルである MIKE21 か

ら求めている。彼らの結果は Tai and Tanaka(2013)および本研究と同様に台湾海峡や黄

海内部で起こる M2潮振幅の増加を再現しているものの、Tai and Tanaka(2013)では見ら
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れなかった杭州湾から九州北西岸にわたる M2潮振幅の減少を再現し、本研究と一致す

る。Tai and Tanaka(2013)と Kuang et al.(2017)・本研究においてモデル結果に違いが生じ

ている要因として Tai and Tanaka(2013)のモデルで使用された解像度は1 10⁄ °(10km)で

あり、Kuang et al.(2017)で使用された解像度は沿岸付近で 1km メッシュの有限要素を

使用しているように、解像度の違いが想定される。Kuang et al.(2017)のモデルは本研究

の解像度1 30⁄ °(3km)に近い解像度であり、この解像度の違いが杭州湾近傍の地形の再

現に差異を生み出し、振動系の再現性に違いが生じているのかもしれない。ただし、

Kuang et al (2017)は杭州湾で見られた M2潮振幅減少の原因として杭州湾の湾共鳴変化

であると結論付けている。Kuang et al.(2017)と本研究では減少原因に対するメカニズム

に差が生じているが、海面上昇により九州北西岸での M2潮振幅減少を引き起こすため

には杭州湾を解像する必要がある点で共通している。杭州湾近傍の海底地形は浅瀬が

放射状に広がる複雑な形状をしているため、この海域周辺を解像できるかどうかが振

動系に違いを生じさせた可能性がある。 

本研究では日本近海で一様に起きている海面上昇を模擬した実験として東シナ全体

に水深増加を施すことにより M2潮振幅の変化を求めた。しかし海面上昇は必ずしも空

間一様に起きるわけではない。渤海内において一様・非一様な水深増加を与えた時の

M2潮振幅の変化を求める数値実験では、約 0.5m の非一様水深増加を与えた時、M2潮

振幅の変化率は 2m の一様水深増加を与えた時と同等の振幅変化率を持つことが明ら

かになっている(Li et al. 2016)。この結果は海面上昇の非一様性を考慮すると、M2潮振

幅の減少率の値が変化する可能性を示している。東シナ海において 2m 以下の水深増

加であれば水深増加と潮汐振幅の変化には線形性があることが示されている(Feng et al. 

2019)。もし海面上昇の非一様性の効果が 2m の一様な海面上昇の効果と同じ程度であ

れば、本研究で再現された M2潮振幅減少の大きさは(線形性を仮定すると)2%程度にな

ると予想される。これは現在観測されている M2潮振幅減少トレンドの約半分を説明で

きることになる。 

観測で見られた M2潮振幅減少がもし海面上昇による湾共鳴の変化に起因していない

とすると第 1 章で述べた他の 2 つの仮説、(2)内部潮汐の変化(Colosi and Munk, 2006)、

そして(3)潮汐と海流との相互作用(Kang et al., 1994)の可能性が残る。IPCC 第 5 次評価

報告書によれば、1971 年以降、海中 0~700m の上層において全世界の海水温が上昇し

ていることが知られている(Rhein et al., 2013)。もしこの海水温上昇により、内部波の

伝搬経路内の成層構造が日本近海で変わっていれば、仮説(2)の内部潮汐の変化が原因

として考えられる。ただ 1 章で述べたように仮説(3)の潮汐と海流との相互作用は海流

が流速 1m/s のオーダーであればメカニズムとして考えられるが、1m/s という海流は黒

潮のような西岸境界流の流速と同等であり、九州の北岸に近くなるほど減少量が大き

くなるという観測結果と整合的でないと考えている。 
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海面上昇によって M2潮振幅が観測されているほどの経年変化を作り出している可能

性は現在のところ小さいことが明らかとなった。しかし、20 世紀において全世界平均

の平均海水面は 1.7mmyr-1で上昇しており(Church and White, 2006)、また近年の衛星観

測データによるとその海面上昇は 3.4mm±0.4mmyr-1であり(Nerem et al., 2010)、海面上

昇速度は加速している。つまり、もし海面上昇がこのまま続くと、いずれ本研究で示

されていた M2潮振幅の減少が九州北西岸において現れることになる。これは長期的に

起きている海面上昇が潮汐振幅を変えることで、将来沿岸の物理環境に変化をもたら

す可能性を示す。 
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付録 

 

九州北西岸の験潮所における(a)M2潮振幅変化率(%)と(b)年平均海水面(cm)の 1 年毎の

経年変動とおよび 5 年の移動平均。細線は経年変動、太線は 5 年の移動平均を表す。

それぞれの図における線の色は験潮所に対応する。 
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本州の太平洋沿岸における(a)M2潮振幅変化率(%)と(b)年平均海水面(cm)の 1 年毎の経

年変動とおよび 5 年の移動平均。細線は経年変動、太線は 5 年の移動平均を表す。そ

れぞれの図における線の色は験潮所に対応する。 
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本州の日本海沿岸における(a)M2潮振幅変化率(%)と(b)年平均海水面(cm)の 1 年毎の経

年変動とおよび 5 年の移動平均。細線は経年変動、太線は 5 年の移動平均を表す。そ

れぞれの図における線の色は験潮所に対応する。 

  



60 

 

 

 

 

九州北西岸の験潮所における 1 年毎の経年変動。赤線は M2潮振幅変化率(%)、細線は

年平均海水面(cm)を表す。グラフ内の数値 R は両者の相関係数。 
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本州の日本海沿岸における 1 年毎の経年変動。赤線は M2潮振幅変化率(%)、細線は年

平均海水面(cm)を表す。グラフ内の数値 R は両者の相関係数。 
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本州の太平洋沿岸における 1 年毎の経年変動。赤線は M2潮振幅変化率(%)、細線は年

平均海水面(cm)を表す。グラフ内の数値 R は両者の相関係数。 
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九州北西岸における、その他の分潮の経年変動および経年変化。細線は経年変動、太

線は経年変化を表す。それぞれのグラフの色は九州北西岸の同じ験潮所を表す。 

 

 

東シナ海スケールの矩形湾を考えた時における、海面上昇 1m を与えた時の K1 潮増幅

率の変化。湾長は 1000𝑘𝑚。青点は水深 100𝑚、橙点は水深 101𝑚を表している。 
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九州北西岸における 47 年間の平均値�̅�(cm) 
 

験潮所 M2 S2 K1 O1 MSL 

1 博多 51.8 24.6 14.8 13.9 177.7 

2 厳原 52.2 24.6 8.32 6.02 174 

3 仮屋 65.5 30.6 18.1 15.7 265.1 

4 佐世保 83 37.1 24.4 19.1 277.9 

5 福江 77.2 34.6 24.4 18.9 266.6 

6 長崎 82.2 36.4 25.6 19.8 291.3 

7 阿久根 79.3 34.8 25.5 19.8 341.4 

本州の太平洋沿岸における 47 年間の平均値�̅�(cm) 
 

験潮所 M2 MSL 

1 布良 35.6 138.5 

2 御前崎 40.9 181.9 

3 浦神 45.5 146.8 

4 串本 45.5 178.5 

5 白浜 47.6 327.4 

6 土佐清水 51.4 172.9 

7 油津 52.6 154.2 

8 大泊 69 297 

9 枕崎 70.3 262.5 

本州の日本海沿岸における 47 年間の平均値�̅�(cm) 

 験潮所 M2 MSL 

1 田後 6.2 219.5 

2 舞鶴 6.2 151.7 

3 三国 5.7 202.9 

4 富山 6.1 132.1 

5 鼠ヶ関 5.3 114.9 

6 男鹿 5.2 81.1 

7 深浦 5.1 160.1 

 


